
難聴児の早期診断・療育システムの検証と構築 

1.NHS社会面での問題と対策 

ー新生児聴覚スクリーニング 社会面での問題と対策・費用対効果の検討ー 
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問題点 

新生児聴覚検査の実施に向けた取組の促進 

本邦のNHS実施状況 

NHS全例実施が進まない理由 自治体は今、何を必要としているか？ 

目標 

【成育疾患克服等総合研究事業】 乳幼児の疾患疫学を踏まえたスクリーニング等の効果的実施に関する研究班 
研究開発代表者 東京大学医学部小児科 岡明 

岡山大学大学院医歯薬学総合研究科 耳鼻咽喉・頭頸部外科    片岡祐子 菅谷明子 西﨑和則 

本研究の課題 新生児聴覚スクリーニング(NHS)の意義 

本邦におけるNHSの現状 

• NHS制度モデルの提示 
• NHS基準費用の提示 
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対策 

制度策定 NHS基準費用の提示 

推進協議会概要、手引き見本等の詳細な
内容提示が望まれる。 

義務化 

自動ABRとOAEの比較 

公費助成方法設定の問題点 

導入例 

導入例 

1.新生児聴覚検査事業の流れ 

2.要再検者連絡票・精密検査実施報告書 等 

3.新生児聴覚検査事業推進委員会 

岡山県新生児聴覚検査事業の費用 

NHS機器がない両機関で出生しても受検できるよう 
自治体で外来NHS機関を指定する必要がある。 



2.新生児聴覚スクリーニング（NHS）実施における費用対効果の検討 
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NHSから診断までにかかる費用 

方法 

評価項目 

1.NHSにかかる費用 3.2段階NHSの必要性 

NHSから診断までにかかる費用 

精査までの費用はNHS1段階実施よりも2段階実施の
方が削減できる。 

2.難聴疑い児の精査費用 

ただしNHS非実施群で難聴疑いで精査するケースもあるた
め、費用の差はこれほど大きくない可能性が高い。 

教育・福祉にかかる費用 

対象・方法 対象児NHS 

早期介入により言語発達が向上すれば、 
教育にかかる費用は削減が見込まれる。 

NHS費用対効果（既報告より） 
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費用対効果結果と限界 

1.義務教育にかかる費用 

2.特別児童扶養手当 

3.障害児福祉手当 

主たる義務教育機関 

NHS受検例では特別支援学校進学率が低いため、
義務教育にかかる費用が減少する。 

NHS実施例で聴覚活用が可能となる児が多く、
障害児福祉手当の削減が見込まれる。 

主たるコミュニケーション手段（非重複障害児） 

費用対効果分析の限界 

NHS全額公費負担にしてもほぼ償還できる 

まとめ 本邦におけるNHSの現状と課題 

• NHSの本邦での普及状況は先進諸国の中で著しく遅れている。 
• NHS全例実施には、自治体レベルでの制度作成、情報管理体制に課題が

残っている。 
• 公費助成に関しては更に難航している。 
• NHS実施によりかかる費用は、義務教育費用、障害児福祉手当の受給費用

の減少により償還できる可能性が高く、公費負担を行う意義があると考え
る。 
 

 


